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まず、無視できない窒素成分のほ場ばらつ

きが発見されたと仮定する。ほ場は一枚の畑

でも数千枚の畑でもよい。すると、少なくと

も二つの施肥戦略が成り立つ。ひとつは、慣

行の施肥量を維持する戦略である。ほ場への

投入量は慣行通りであるが、ほ場平均より高

い部分の施肥量を削除して低い部分に回し、

全体から均等な施肥効果を得る戦略である。

これで、増収効果と環境負荷軽減が期待され

る。もう一つは、慣行収量を維持する戦略で

ある。均等施肥後の平均より高い部分の窒素

は最大収量に貢献しないので削減する。さら

に、ほ場内の施肥効果が均等になるように可

変配分してもよいが、さらなる効果が見込め

ない場合は、必要のない作業である。

国立ほか（2004）は、水田における二つの

窒素施肥戦略を比較し、当時の米価と肥料価

格においては、施肥量維持の収益効果が高い

と判断した。ただし、玄米価格の２割低下と

肥料価格の２倍化で、優劣は逆転する。

精密農業の開発普及における最終段階が、

要素技術のパッケージ化と技術管理ビジネス

モデルになることは、通常の生産技術の開発

普及と同じである。これが過半の農場に普及

してしまえば、精密農業が通常の農業になる。

著者らの構成した技術パッケージはリアル

タイム土壌センサと収量メータ付きコンバイ

ンの組み合わせである（図６）。小麦栽培シー

ズンにおいて、リアルタイム土壌センサによ

り播種前土壌窒素と播種後土壌窒素を観測

し、収量メータ付きコンバインによる収量マ

ップから植物吸収窒素を換算することができ

た。施肥投入窒素は別途計量できたので、窒

素バランスを評価すると、耕地からの窒素流

出量を１メートルごとに推定することに成功

した。窒素流出量は栽培による環境負荷の上

図６　土壌センサーと収量メーター付きコンバインの精密農業技術パッケージ例

土壌マップと収量マップおよび施肥マップを用いて、ほ場の外に放出した栄養分を推定できる。
窒素バランスに着目すると散逸窒素量が求まり、環境負荷を見積もる際の基礎資料に利用できる。
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限を与えるもので、環境保全型農業の新たな

評価指標として期待される。

（４）GAPによる生産プロセスの標準化

GAP（Good Agricultural Practice）とは

「優良な農業生産活動」という意味であり、

ヨーロッパのGlobal-GAP、アジア諸国では

China-GAPやKorean-GAPあるいはJapan-GAP

などの呼称で呼ばれるリスク管理基準であ

り、農業生産の標準化指標の一つとなってい

る。我が国では「適正農業規範」や「農業生

産工程管理」とも呼ばれている。2010年4月、

農林水産省は野菜、米、麦を対象にした「農

業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関する

ガイドライン」（以下、「GAP共通ガイドライ

ン」と呼ぶ）を定め、2011年４月には対象作

物を果樹、茶、飼料作物、キノコなどの拡張

した（農林水産省　2011）。ここではじめて、

農業生産活動が標準化の俎上に載った。

GAPの構造は、一般に、理念、要請事項、

チェックリストから構成され、実現すべき農

業生産活動を俯瞰的な階層ルールとして定め

ている（図７）。我が国では、2003年頃から

Global-GAP（当時はEUREP-GAP）の翻訳に

よる導入が試みられ、一方、同じ頃に米国の

食品危害管理基準であるHACCPが導入され

ており、農作業「チェックリスト」を巡って

農業生産活動の規範が錯綜していた。GAPの

対象とする事業活動が主として農林水産省管

轄、HACCPの対象とする事業活動が主とし

て厚生労働省管轄という違いもある。ここで、

GAP共通ガイドラインは要請事項の管理点リ

ストを提供したことで、GAPの一般的な構造

ルールをもつにいたったことになる。

我が国では、めざすべき農業の理念が食

料・農業・農村基本法などの基本法にそれぞ

図７ 農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関するガイドライン
（略称：GAP共通ガイドライン）の意義

GAP共通ガイドラインの登場により、日本のGAP体系が国際的にも通用する一般的な構造をもつようになった。国内法
を中心にした管理点リストの整理は、日本の国情に即したものであるが、一方で、国際基準との相当性についての不断
のチェックが求められる。
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れ定められているので、GAP共通ガイドライ

ンで改めて定めることはしていない。冒頭の

「趣旨」の項に、GAPの理念として、環境負

荷軽減や経済性及び労働安全を重視した農業

経営の持続性をめざし、その結果として食品

の安全性を担保することが、高品位な農場管

理であると述べている。この理念を実現する

ための要請事項としての管理点リストが定め

られたことになる。

GAP共通ガイドラインの要請事項は、食品

安全、環境保全、労働安全の分野にわたる我

が国の関係法令規則等のパッケージとなって

いる。代表的なものは、農薬取締法や食品衛

生法などの遵守義務のある罰則を伴う法令、

農作業安全指針などの遵守すべき指針や通

達、コーデックス基準などの国際基準、そし

て慣行法として守るべき科学的知見や実証済

みの慣習である。道路交通法や交通規則から

類比すればわかるように、農業生産活動を行

う上で守るべき行動規範が定められたことに

なる。

アグロメディカルフーズの生産プロセスに

おいては、GAP共通ガイドラインが農場生産

現場におけるリスク管理の最小限の行動規

範・基準を与えたことになる。

具体的な農作業では、対話手段としての経

営点検リストが必要になる。対話の目的によ

って、経営改善のための点検リスト、商取引

のための危害点検リスト、非生産活動である

環境や国土保全の作業点検リスト、新規参入

者のための知識・技能点検リストなどが考え

られる。現在では、商取引のための危害点検

リストが主流を占めているようだが、GAPに

ふさわしい農業の持続性をめざすならば、理

念実現のための多様で質の高い経営点検リス

トが用意されることが望ましい。

アグロメディカルイニシアチブでは、農林

水産物の持つ疾病予防と健康の維持増進効果

の実証をはじめとする医学と農学が連携した

調査研究に関すること、調査研究成果を活用

したより優れた疾病予防と健康の維持増進効

果を有する農水産物の普及促進に関するこ

と、農水産物の有する疾病予防と健康の維持

増進効果に関する有用な情報を国民に広くか

つ分かりやすく発信し周知すること、そして

医学と農学の連携を活用した健康で安心でき

る豊かな社会づくりに関する政策に関するこ

となどを活動内容の骨子としている。

その一環として、2009年７月16日、東京都

田町のキャンパスイノベーションセンターに

て、キックオフシンポジウムを開催した。講

演内容は次の通りである。

・「農林水産物の機能性と精密農業による

栽培法標準化」

東京農工大学教授　澁澤　栄

・「分子の中の重要な作用点を科学的に探

る」

東京農工大学教授　千葉一裕

・「予防医学からみた農林水産物の機能と

食生活」

金沢大学教授　金子周一

・「バイオマーカーによる農林水産物の疾

病予防効果評価方法の開発の現状と今後

の展望」

京都府立医科大学教授　吉川敏一

４．アグロメディカルフーズの取組み
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また、2009年９月には、アグロメディカル

フーズの開発ロードマップを作成し、独自に

研究開発活動を展開している（図８）。ロード

マップの中で、まず取り組むべき内容は、食

品機能性成分のヒトでの介入試験であり、疾

病発症リスクのヒトレベルでの解明である。

あわせて、食品機能性成分の標準的分析法の

確立である。あわせて、高機能生成分を高含

有する品種の選抜と栽培法の確立である。

現在では、各自の研究活動を基礎にした研

究連携を模索しており、手弁当の共同研究も

進みつつある。東京農工大学では、2011年３

月、高機能性ブルーベリー果実の生産を目標

にした都市型植物工場が竣工され、アグロメ

ディカルフーズ生産のモデル施設として稼働

する予定である。

「農業の６次産業化」を誰がどのように進

めるのかは、最も重要な核心問題である。こ

こでは、「６次産業化」のための有力なシナ

リオとしてコミュニティベース精密農業を取

り上げ、また担い手として知的営農集団と地

方自治体の事例を示す。

（１）コミュニティベース精密農業の実践

わが国の農業の特徴は、品質が価格に直結

する食品需要が存在すること、大消費地に極

めて近いところに生産の場が存在すること、

生産の場は小規模で多様なほ場群を基礎に高

品位で多彩な農産物を生産していること、大

半の耕作者（所有者）はコストより売上を重

視した経営志向であること、などである。こ

のような、国際的にもまれな特徴を有利に活

図８　アグロメディカルフーズ開発のロードマップ（2009年９月作成）

我が国の医療費爆発と農業崩壊の危機を考えると､10年間に基本問題が解決できるシナリオが来される。
現在の関連する研究開発活動を束ねるベクトルとして提案した。

５．農業の６次産業化の要
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用する都市型農業モデルとして、コミュニテ

ィベース精密農業を提案した（図９）（澁澤

2006）。

まず、「ほ場内のばらつき」と「ほ場間の

地域的ばらつき」および「農家の間のばらつ

き」という「階層的ばらつき」を管理する主

体として、知的営農集団の組織化を求めてい

る。知的営農集団は、情報技術を駆使する農

業者からなる学習集団であり、農法の５大要

素（作物、ほ場、技術、地域システム、動機）

を再編構成し、農家の組織化やＪＡあるいは

自治体との共同作業の中核を担う。知的営農

集団は、精密農業の作業サイクルを実行する

ことにより、「情報付きほ場」を創造するこ

とができる。

もう一つは、技術プラットホームである。

技術プラットホームは、精密農業の３要素技

術（マッピング技術、可変作業技術、判断支

援システム）を地域のニーズにあわせて開発

導入する企業および農産物のマーケッティン

グを担う企業などから構成される。知的営農

集団と協力することにより、「情報付きほ場」

と接続した「情報付き農産物」を供給する。

知的営農集団と技術プラットホームにより

形成される精密農業コミュニティが、現在進

行している農業パラダイムシフトの担い手と

して注目されるのはそれほど遠くないであろ

う。すでに、北見市のイソップアグリシステ

ム、埼玉県本庄市の精密農法研究会、豊橋市

のＩＴ農業研究会、愛媛県の（有）あぐり、

など、精密農業コミュニティの形成を意識し

ながら活動を展開している団体が存在してい

る。

図９　コミュニティベース精密農業の役割

知的営農集団による農場のばらつき管理と情報付きほ場の創造、技術プラットホームによる技
術パッケージの提供とフードチェーン管理により、競争力ある食農事業体創造をめざす。



14
共済総合研究　第62号

（２）本庄精密農法研究会

コミュニティベース精密農業の地域導入を

進める営農集団の一つに、埼玉県北部の本庄

精密農法研究会がある（図10）。本庄精密農

法研究会では、「本庄トキメキ野菜」のブラ

ンド野菜を創造する社会実験をしている。そ

の概要を紹介しよう（澁澤 2006、2010a）。

本庄精密農法研究会は、精密農業を地域に

導入しようという本庄市野菜農家の学習グル

ープで、入会資格はエコファーマー認証かつ

E-mailとインターネットが利用できることに

なっている。もともと肥沃な土壌や天候に恵

まれ、洗練された栽培技術により産出した高

品位な本庄野菜を差別化して販売することに

注目していた。そして本庄地域全体のブラン

ド化をめざしていた。欠けていたのは、顧客

と情報を共有する仕組みであった。

そこで、新しく「情報付き農産物」生産の

仕組みを考え出した。すなわち生産者のホー

ムページには、栽培日誌が毎日書き込まれ、

また残留農薬など、生産者と顧客の共通した

関心事については学習会を開き、ホームペー

ジに学習成果を掲載した。同時にＱＲコード

つき情報タグを生産現場で編集し、その場で

個々の農産物に付加した。店頭でそのＱＲコ

ードをカメラ付き携帯電話で読むと、顧客は

生産者のホームページを閲覧でき、希望する

生産情報を見ることができ、また顧客との対

話も強化した。一方、「本庄トキメキ野菜」

を通して組織される人々を対象にした広告主

を募集し、広告料によって情報タグを付加す

る特許を出願した。この仕組みを通じて生産

される農産物を「本庄トキメキ野菜」と名乗

ることにした。

「本庄トキメキ野菜」のブランド化を実現

する上で、５種類のステークホルダー（利害

図10 本庄精密農法研究会の試み

五つの利害関係者（農家、農協、民間企業、自治体、中央政府）との連携・協力を視野に入れながら、地元農産物のブランディング
による地域活力の強化をめざす知的営農集団。
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関係者）との連携・協力関係が重要であった。

まず地元ＪＡに対して、研究会の事務局を依

頼し、またスーパーマーケットやデパートで

の店頭販売では、農産物の個別輸送と代金決

済の協力を得た。先駆的な社会実験の経験と

成果は、時期が来ればＪＡ全体に普及するこ

とを地元ＪＡと約束しているのである。二つ

目は、農家の技術ニーズ・経営ニーズを民間

企業に直接伝え、新技術開発の連携協力を進

めた。三つ目は、地元の本庄市や埼玉県の担

当部署と連携協力関係を強め、県モデル事業

の試験管役などを果たしたことである。四つ

目は、中央官庁との情報交流を強め、知財と

ICTを活用した農産物ブランディングという

模範事例を紹介し、農林水産省の知的財産戦

略立案などに貢献したことである。そして最

後は、地元農家との連携協力である。公開の

学習イベントを開発したり、2010年には、全

国から2,500人の活動的な認定農業者を集めた

全国農業担い手サミット開催の中心的役割を

果たした。まさに、次世代の地域農業を担う

知的営農集団として成長しつつある。

農業の競争力とは、生産・流通・消費のプ

ロセスすべてを含む農産物の生産と供給の仕

組み総体によって測られるべきである。小規

模農業であっても、生産・流通・消費の仕組

みが無駄なく組織され、品質と価格のバラン

スがよければ、国際市場で高い競争力をもつ

ことが期待できる。

（３）都市農業の再構築をめざして

埼玉県川口市が、都市農業再構築をめざし

て本格的な取り組みを開始した。その契機と

なったのは、2009年４月に招集された「川口

の農業を考える有識者会議」の活動である。

著者は座長としてその取り組みに参加した。

中間報告と最終報告には、土地利用マップ作

成事業、生産・流通・小売の連携、製品ブラ

ンド化推進事業、農業情報共有データベース、

川口の食材と料理、など、アグロメディカル

フーズの生産に求められる事業が取り上げら

れていることは、意義深い（図11）。以下、

図11 川口市の農業ビジョン（川口の農業を考える有識者会議の報告より、2009年.３月）

地球的規模での食料と環境とエネルギーの危機、あわせて都市農地消滅の危機を感じた川口市は、都市農業の立て直しを決意、１年にわたる調
査研究にもとづいて総合農業ビジョンを作り上げた。全国都市農業サミットの開催（2009）、川口農業基本計画の策定（2011）など、現在では
都市農業再生の牽引者となっている。
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最終報告書の概要を紹介する。

まず、第１回会議の冒頭に、岡村市長から

意見表明があり、その中に、有識者会議の討

議に大きな影響を与えたいくつかの重要な視

点が示された。

・明治維新以降の農業・土地政策の再評価

という歴史的視点

・我が国食料自給率40％を川口市として自

覚するという視点

・地球規模の環境変動対策に対する川口市

の役割という視点

・川口の都市農業を通じて我が国の都市農

業を考える視点

川口市においては、首都近郊の立地から都

市化による開発圧力を受け、年々農地面積は

減少し、このまま推移していくならば20年後

には市内から農地がなくなるのではないかと

懸念される状況にある。また、農地の減少と

ともに、農産物の需給バランスの変化、農業

者の高齢化や後継者不足などの内在的課題も

抱えており、川口の農地保全及び農業経営は

予断を許さない状況にある。

一方、市内農業では、安行ブランドの植木

や花き、草花などの特産園芸品や防風等の生

産など特色ある営農活動も続けられており、

樹林地などの都市農地は、緑地・防災・環

境・景観・歴史文化など多面的な機能を有

し、快適で成熟した都市環境を担う貴重な存

在ともなっている。

川口の農業においては、種々な社会的変化

を捉えながらも、大消費地隣接の特性を活か

すとともに、市民の多様なニーズに応え得る

自立性・自給性のある都市農業、都市に生ま

れるビジネスチャンスを的確に捉えた農商工

連携の多角的農業、そうした農業を推進する

経営主体等の確立及び都市農地の保全や利活

用による健全で良好な生活環境の形成を図

り、当会議の中心議題に定めた「都市農業の

復権と発展のために…50年後にも農のある

街」、将来にわたって“農が誇れる街”を目

標に、川口の農業を再構築し更なる発展を目

指す必要がある。

そのために、基本目標、さらには基本方針

を定め、40施策に及ぶ具体的な施策を構築し

た。しかし、提案した施策の全てを直ちに実

施することは、予算配分上、不可能に近いと

思われることから、体系的・段階的に講じる

ことが必要であろう。こうした意味からも、

提案した施策と既存施策をうまく組み合わ

せ、効果的かつ効率的に実施するためには、

ビジョンを明確にした上で、重要施策の選定

とタイムテーブルの設定が必要になる。その

ためには、農業振興策を計画的に推進するた

めの「都市農業基本計画（仮称）」の策定が

必要と考える。計画の柱に据えるべき項目は、

当然のことながら、人間生活の根幹をなす

“食”関連の農業と植木・花きを中心とした

“緑”関連の農業に大別できる。川口の農業

は、これらのどちらも抜きにして語ることは

できないのである。

もとより川口は、食料を生産できる農地が

絶対的に不足していることから、農地・土地

に思いをはせ、農地や農業施設などの農業イ

ンフラの整備・拡充に努める必要がある。今

後は、営農者の７割以上の農業継続意向を基

軸に、市民・消費者の身近なところで生産活

動がなされている利点を活かし、農産物の新
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鮮さに加えて安全・安心の確保や農薬を減少

させるなど環境に配慮した生産活動へシフト

し、市民ニーズに応えることが求められる。

あわせて、川口の農産物生産の中心は花き・

種苗・苗木等であることから、それらの生産

機能の充実に努めるとともに、残存する都市

農地や緑空間、また、それらが有する多面的

機能を活用しながら効果的に保全・活用して

いくことも必要である。

【基本目標１　農地・緑地の目標】

「農地･緑地の目標」として、「農地と緑地

の維持・保全・拡大による健全な生活環境の

確立」を掲げ、都市農地は市民の食生活を支

える農業生産の基盤であるとともに、緑地が

減少している都市部や市街化区域において代

替不能な貴重な緑地空間となっている。農地

や緑地の維持・保全・拡大においては、都市

農地が有する多面的機能を活かしながら地域

の健全な生活環境として確立していく必要が

ある。

【基本目標２　都市農業の目標】

「都市農業の目標」として、「農商工連携

による地域に根ざした多角的都市農業の確立

と発展」を掲げ、消費者とのインターフェー

スを重視し、他の産業と連携した新たな都市

型アグリビジネスとして多角的な農業を確立

し発展させていく必要がある。

【基本目標３　推進主体の目標】

「推進主体の目標」として、「知的営農集

団と農業事業体の形成」を掲げ、技術の継承

や発展のための研修・養成システムの構築、

そうしたシステムに基づいた人材の育成、農

家・新たな人材等を加えた事業推進のための

共同組織の形成など、事業等推進に向けたソ

フトインフラを構築していく必要がある。

【施策推進のイメージ】

「都市農業の復権と発展のために…50年後

にも農のある街」の実現に向け施策を推進す

るためには、農業組織・商工組織・市民組

織・行政などが、それぞれの立場で役割を果

たす必要がある。これら関係者相互の理解と

協力・連携する体制が確立されなければ、都

市農業は守れないのである。

その後、2009年10月には19市長37都市の賛

同による全国都市農業サミットを開催、2010

年10月には18市長52都市の賛同で全国都市農

業振興協議会を発足、2011年３月には川口市

農業基本計画が策定された。

アグロメディカルイニシアチブ（AMI）は、

活動を開始してから２年が経過した。その間、

多くの研究者や技術者、政策担当者、産業界

の方々との交流を深め、徐々にではあるが、

そのかたちが見えるようになってきた。健康

医療分野の新展開が農業の構造転換を引き起

こす「医からの農業革命」がまさに始まろう

としている。

AMIにおいては、生産と供給のプロセスの

すべてを記録し管理することが、農学の役割

である。精密農業とGAP共通ガイドラインは

農業生産プロセス標準化の両輪として、展開

されていくことが期待される。

６．おわりに
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精密農業の導入過程は、農業を鉱工業化し、

また鉱工業を農業化する様々な取り組みが包

摂されていく過程でもある。そこでは、「時

間＋位置＋事実」の記録に基づく判断文脈の

構成が共通した基礎にあり、その出口はデザ

イン・イン型の産業を作り出すところにあ

る。農林業の対象が国土の大半であることを

考えると、精密農業の普及は我が国のグラン

ドデザインに大きなインパクトを与えること

にもなるだろう。

食と農の危機に対する都市の自覚から都市

農業復権の思想が生まれた。都市膨張時代の

法制度・仕組みから成熟成長時代の仕組みづ

くりへ、競争から連携へ、また地域や人間の

潜在力を再発見する機会としての都市農業の

活力強化が期待される。

【補足：用語解説】

医農工の異分野交流を進める中で、専門用

語の理解が必須であった。代表的なものを以

下に示す。

機能性マーカー：農産物や食品が含むポリフ

ェノールやオスモチンあるいは難消化性デン

プンなど、または、抗酸化活性などのような

生体調節機能を定量的に把握するための指

標。血糖値などがある。

バイオマーカー：生活習慣病などの疾病に関

与し、生体内の生物学的変化を定量的に把握

するための指標となる特定の遺伝子、タンパ

ク質、代謝産物等。

健康寿命：健康上の理由で日常生活に影響が

出ないで暮らすことのできる年数のこと。計

算式はいろいろあるが、平均寿命から疾病・

傷害や環境的要因から産出される障害調整生

存年数を引いて、０歳の健康余命として現さ

れることが多い。

アグロメディカルフーズ：科学的エビデンス

が明らかとなった健康増進のための機能性を

生産プロセスから計画的に設計されて産出さ

れた農産物。

パーソナライズドニュートリション：その人

の最も適した健康を維持・向上させるため

に、健康診断結果等を元に客観的な健康状態

を把握し、対象者に必要と思われる栄養（機

能）成分を摂取できるように食事の内容を決

めてバランスの崩れを矯正しようとする考え

方

精密農業：複雑で多様なばらつきのある農場

に対し、「時間＋場所＋事実」の記録に基づ

くきめ細かなばらつき管理をして、地力維持

や収量と品質の向上および環境負荷軽減など

を総合的に達成しようという農場管理戦略。

知農ロボット：農業現場の情報をモニタリン

グし、その記録･解析により人とのコミュニ

ケーションを介して、農業従事者と協調して

農作業、経営管理の支援を行える農作業機械

化システム。

人工消化管モデル：腸内フローラの再現、フ

ァイバーカラム等の利用によりヒト消化管を

再現したシステム。すでに、ＥＵでは開発利

用され始めている。
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